様式第１号（第７条関係）
　　年　　月　　日　

　光市長　　様
本社所在地又は住所
法人名又は屋号
代表者名又は氏名
担当者名
電話番号

エネルギー価格高騰対応中小企業者等省エネ対策支援補助金交付申請書

　光市エネルギー価格高騰対応中小企業者等省エネ対策支援補助金の交付を受けたいので、光市エネルギー価格高騰対応中小企業者等省エネ対策支援補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　申請者に関する事項
	区分
	□ 法人　　　□ 個人

	法人設立年月日（法人）
又は生年月日（個人）
	　　年　　月　　日
	資本金
（法人）
	円

	従業員数（全社）
	人
	業種
	



２　対象設備の設置場所等
	対象設備を設置する市内事業所等所在地
	· 本社所在地又は住所と同じ

	
	賃貸物件
	□該当　　　　□非該当

	
	支店名等
	

	
	光市
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	賃貸物件
	□該当　　　　□非該当

	
	支店名等
	

	
	光市

	
	賃貸物件
	□該当　　　　□非該当

	
	支店名等
	

	
	光市

	
	賃貸物件
	□該当　　　　□非該当

	着工予定日
	年　　　月　　　日

	完了予定日
	年　　　月　　　日


３　交付申請額
	円　
	別紙１対象経費明細書の③の金額を記入



４　補助対象要件に関する確認事項
	既存設備の更新である。（新規設置ではない。）
	□ 確認した

	対象経費に対する国、県、市町等による他の補助金制度の活用
	□ 活用なし



５　添付書類　※確認の際にご利用ください。
	添付書類
	☑欄

	別紙１　対象経費明細書
	□

	対象設備及び対象経費が確認できる見積書、カタログ等の写し
（設備の内訳が明確に記載されているもの）
	□

	設置予定箇所の現況写真（事業所であることが確認できるもの）
	□

	別紙２　誓約書兼同意書
	□

	振込先の通帳の写し（申請者名義の口座であること）
	□

	市税の完納証明書
（令和８年４月１日以降かつ申請前１箇月以内に発行のもの）
	□

	市内に事業所等を有していることが確認できる書類等の写し（履歴事項全部証明書、各種営業許可証、直近の確定申告書類及び決算書、開業届等）
※法人の場合、完納証明書で確認できる場合は不要
	□

	所有者の承諾書（設置場所が賃貸物件でない場合は不要。）
	（□）

	省エネ性能証明書（緑色の省エネ性マークがある設備の場合は不要。）
	（□）

	その他市長が必要と認める書類
	（□）



